


















































































































































































































































































































和留沢 初代組合長 和 01 50 3 会社員 1947 年 1 月脱退
和留沢 和 02 53 4 公吏 1947 年 1 月除名
和留沢 和 03 59 3 会社員 1947 年 1 月脱退
和留沢 和 04 42 2 教員 1947 年 1 月脱退
和留沢 和 05 58 3 工夫 ○ ○ ○ 1954 年 7 月脱落
和留沢 3 代目組合長 和 06 20 2 会社員 ○ ○ 1947 年 8 月除名
和留沢 和 07 37 1 会社員
和留沢 和 08 16 3 ナシ 1947 年 1 月脱退
和留沢 4 代目組合長 和 09 48 2 農業 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 和 10 50 3 土工 ○ ○ ○ ○ 1961 年 3 月離脱
和留沢 和 11 48 4 石工 ○ ○ 1947 年 9 月除名
和留沢 和 12 42 2 土工 ○ ○
和留沢 和 13 49 5 石工
和留沢 和 14 35 2 職工 ○ ○
和留沢 和 15 42 3 工員 1947 年 1 月除名
和留沢 和 16 34 4 軍人 ○ ○
和留沢 和 17 30 2 軍人
和留沢 和 18 25 2 電工 1947 年 1 月脱退
和留沢 和 19 30 2 会社員
和留沢 和 20 21 4 農業 ○ ○
和留沢 和 21 38 2 職工 1947 年 1 月脱退
和留沢 和 22 43 2 職工 ○ ○
和留沢 和 23 32 2 職工
和留沢 和 24 37 2 屋根職 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 和 25 42 3 会社員 ○ ○
和留沢 和 26 21 2 職工 ○ ○ ○ ○ 1961 年 3 月離脱
和留沢 和 27 37 2 職工 ○ ○
和留沢 和 28 50 6 人夫 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 和 29 36 2 写真化学技術員
和留沢 和 30 40 3 農業 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 6 代目組合長 和 31 31 2 フライス工 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 和 32 16 3 満州開拓義勇軍 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 2 代目組合長 和 33 53 2 養漁 ○ ○ ○ ○ ○
和留沢 和 34 39 2 養鶏
和留沢 和 35 38 2 会社員
和留沢 和 36 不明 ○ ○
和留沢 和 37 不明 ○ ○ ○ ○
和留沢 和 38 不明 ○ ○ ○
和留沢 和 39 不明 ○ ○ ○ 1949 年入植
和留沢 5 代目組合長 和 40 不明 ○ ○ ○ 1948 年入植
和留沢 和 41 不明 ○ ○ ○ 1948 年入植
和留沢 和 42 不明 ○ ○ ○ 1948 年入植
和留沢 和 43 不明 ○ ○ 1948 年入植・61年 3 月離脱
和留沢 和 44 不明 ○ ○ 1949 年入植
和留沢 和 45 不明 ○ ○ ○ 1948 年入植
和留沢 和 46 不明 ○











































































































































































































































































果樹類 冬作 夏作 作付
面積
延計桃 梨 栗 リンゴ 柿 茶 麦 菜種 馬鈴薯 其の他 陸稲 甘藷
和 09 10.8 6.0 0.5 0.3 0.3 0.5 0.2 3.0 1.0 1.0 1.0 3.0 1.0 11.8
和 05 10.2 4.8 3.0 0.8 0.2 0.8 2.0 1.4 8.2
和 38 8.9 3.0 1.0 0.3 0.1 0.1 2.0 1.0 2.0 1.0 7.5
和 24 10.5 5.0 0.2 2.5 0.4 0.7 1.4 3.0 1.0 9.2
和 39 10.2 2.5 1.0 1.0 0.3 0.3 1.0 3.6
和 10 10.5 6.8 2.0 1.0 0.5 0.3 1.5 5.3
和 40 10.4 5.8 4.0 0.3 0.7 0.8 2.3 2.5 10.6
和 41 10.7 3.0 0.5 0.6 0.5 1.1 2.7
和 33 11.0 7.0 0.7 0.2 2.0 0.1 0.5 1.5 5.0
和 42 10.8 5.0 0.4 2.5 0.7 0.5 2.0 6.1
和 30 10.7 6.0 0.3 0.1 1.0 2.5 1.0 0.4 0.5 2.0 7.8
和 37 10.5 4.0 0.3 2.2 0.2 0.4 1.5 4.6
和 32 10.4 3.5 0.6 0.6 0.2 1.0 2.4
和 43 11.0 3.5 0.3 0.3 1.5 0.1 0.4 1.0 3.6
和 44 11.0 3.0 0.7 0.3 0.6 0.3 0.2 0.1 2.2
和 45 10.7 6.5 0.6 2.5 1.0 0.3 3.0 7.4
和 26 10.6 4.0 0.3 3.0 0.5 0.3 1.5 5.6
和 31 10.5 3.0 2.0 1.0 1.0 4.0
和 28 10.0 3.0 0.5 1.0 1.5
計 199.4 85.4 5.9 1.3 1.5 1.2 2.5 0.5 36.9 8.0 7.1 5.9 30.4 7.9 109.1
















































































































































1951 年 5 月 14 日時点借入金 106,708
伊島組合長持参 5,141 101,567 1951 年 10 月 8 日
昭和 25年度後半期補助金受入れ
差額 3045 円鉄板代支払（県）
1,955 99,612 1951 年 11 月 5 日
昭和 26年度営農補助金 50000 円
前半期農協補助 5000 円
55,000 44,612 1951 年 11 月 30 日
昭和 26 年度後半期農協補助 5,000 39,612 1952 年  3 月 29 日
昭和 26 年度後半期各種補助金 3,674 35,938 1952 年  4 月 18 日
昭和 27年度営農補助金 50000 円
から肥料融資金納付を除く
22,000 13,938 1952 年  8 月 27 日
同上肥料資金返済受入 25,000 -11,062 1952 年 11 月 20 日
別途立替払い充当 -11,062 0
出典：小田原市『昭和 27 ～ 29 年度和留沢開拓記録書類』より作成。
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きな被害を出したことで知られているが、山間
部に建設された和留沢開拓農協において、その
影響は甚大であった。同農協の1953年作物の
収穫実績表では陸稲が平年69石に対して8.71
石と87％の減収、甘藷は平年15,000貫に対し
1,810貫と87％の減収が記されており、被害総
額238万円に達する大減収であったことが記さ
れている。政府は農林中央金庫を通じて、冷害
対策資金の手当てを行ったが、同農協に割り当
てられたのは希望融資額230万円の20％に満た
ない44万円であった。金額の問題もあるが、
融資時期が冬の明けた3月以降であることから、
同農協組合員は年末の各種支払いや越冬資金の
危機に見舞われたのである。
この事態に和留沢開拓農協からは、小田原市
長に対して次のような陳情書が提出されている。
「私共昭和二十年食糧増産の大使命に燃え当開
拓地に入植以来既に九年の年を終えました。大
半の同志を送り或いは迎え現在十八戸の和留沢
開拓農業協同組合員は巷の非難を身に浴びなが
ら幾多の曲折と人間故の相刻を克服し初志の貫
徹に忍苦の道を歩んで居ります。其の間貴所の
物心両面に亙る限りなき御庇護と温情溢るるご
指導は時に崩れ勝ちの協同意欲を振起し遅々た
る歩みではありましたが開拓完成の実も愈々近
きに至って居ります。威容を誇る新校舎、夢見
る電燈、希望に燃える私達の一鍬々々は力強く
自然と闘いを挑んで参りました。然るに自然の
偉力（ママ）は私達の此の希望も闘志も根底から
潰し去るの実情に立ち至って居ります。本年度
の冷風害に依る被害が余りにも甚大を極め加う
るに野猪の被害亦其の極に達し一年の辛苦は遂
に水泡に帰するに至りました。希望は唯一途冷
害融資に係ってあったのですが神奈川開拓連合
会は県下八百戸の開拓民に対し融資総額二千万
円以上を見越し種々審議をして参りました処割
当決定は僅に八百万円に過ぎず従而戸々に対す
る融資額たるや真に微々たるものであります。
当地は高冷地であるとの特殊事情を極力訴えて
は居りますが微力にして遺憾ながら所期の目的
を達し得ない現状でありますし加うるに融資金
の貸出が来春との県の方針であるが為め、此の
年末を如何にして越すべきか開墾を如何にして
推進すべきか毎夜額を集めて協議を続けて参り
ましたが何等具体的の決定を見る事も出来ず今
日に及んで居ります。何卒私共の窮状御諒察賜
はり別表御審査の上特別の御取り計ひ方御願申
度陳情に及ぶ次第で御座居ます」。
この陳情に対して小田原市では「本件につい
ては冷害対策資金として別紙の通り四拾四萬円
を農林中央金庫より借入れることに決定したが
貸付が明春となるので年内緊急策として一戸当
り壱萬円の合計拾八萬円を右資金を担保とし助
役の保証を得て市信用金庫より借受け開拓に専
念するよう指導」する方針を示している。また
最終的な融資額はその後46万円に増額され、
当面の資金不足を脱することができた。しかし
この融資により、一度は解消された開拓農協の
負債は再び累積することとなったのである。
（5）小田原信用金庫からのつなぎ融資
1953年冷害の結果、和留沢開拓農協の負債
が再び累積したことは既に述べたが、翌1954
年に入るとその悪影響が運転資金に及びはじめ
たことが史料からも明らかである。1954年8月
19日付で、小田原市農林水産課から市長に対
して和留沢集落の小田原信金に対する融資依頼
について、市から依頼書を出すことについての
伺い書が提出されている。連帯保証人は市の民
生部長と農林水産課長とされている。組合長は
橋本良太郎（和40）に交代している。融資は8
月18日から10月14日までの2か月間で金額は
18万5千円、使途は農林中金負債返還である。
9月中旬に農林中金から貸し出される予定の営
神奈川県小田原市における戦後開拓 ― 和留沢地区の事例を中心に ―
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農資金のつなぎ融資という位置づけである。
また同年12月にも同様の伺いが出されてい
る。期間は同年12月20日より1955年3月10日
までであり、金額は50万円と増加している。
使途は農林中金負債48万4千円と神奈川県信用
農業協同組合負債1万6千円の返済である。こ
れは前述の冷害資金の返済であると和留沢開拓
農協からの嘆願書に記されており、返済は農林
中金の営農振興資金77万円が3月1日に貸付予
定であると記されている。このように同開拓農
協の経営は、本来農業経営の拡大・近代化に充
てるべき営農資金を、過去の負債の返済に回さ
ざるを得ない状況に陥っており、その経営の厳
しさを増して行ったのである。
（6）薪炭林払い下げ申請
こうした資金面の苦しい状況のなかで開墾を
続ける和留沢開拓農協であったが、境界の不明
瞭な周囲の官公林を伐採、開墾してしまうこと
によるトラブルはその後も続いた模様であり、
1953年10月22日、伊嶋組合長と市の技術吏員
が小田原営林署に出向し、ある組合員が誤って
開墾の上、耕作した買収除外地とされている官
行造林地について同地の借入申請を行った記録
がある。
こうした状況は開拓農民と地元農民双方にと
って心理的負荷の大きい案件であっただろう。
また山間部集落であるにも関わらず薪炭林のよ
うな山林資源確保のための後背地を持たない和
留沢集落には山間地部集落のメリットを活かせ
ないという問題も存在していた。そのため
1955年1月22日、和留沢開拓橋本良太郎組合
長（伊嶋郁蔵から交替）外17名は、曽我村外
一ヵ村七財産区組合長職務執行者助役鈴木正之
助宛に、下記のような陳情書を提出している。
「私共は（中略）現在は僅かに十八世帯にして
此の間県並に市御当局或いは地元の方々の御蔭
でどうやら定植（ママ）の域に達し一人当り一
町二反位開墾致しまして増産に邁進しておりま
すが何分日常生活の経済費の窮乏打開の為幸い
隣地の貴組合御所有にかかる久野字舟原熊の木
沢天然林の払下げを願えれば我々十八世帯全体
で木炭及び燃料事業をして目下の日常生活の補
給に致したい念願でありますので何卒我々和留
沢開拓者の実情を御賢察の上特別の御詮議を以
って御払下げ下されたく右陳情いたす次第であ
ります」。これに対して市農林水産課は1955年
1月30日付で副申伺いを出し、「陳情文面のと
おり山林資源の活用から現金収入を得る以外に
やはり自活の途はありませんし悪条件の下で苦
闘を続けていますこの開拓者にいま一度のご支
援を願いたく」と払い下げを支持している。こ
の共有林はその後同組合への払い下げが実現し、
その後農林中金や県信連の融資において共有林
内の立木が担保となることが増えたことから、
組合の信用力強化に大きな役割を果たすことと
なったと評価できる。
第3節　整理縮小期の和留沢開拓農協
（1955 ～ 1960年）
（1）組合運営振興事業
1955年10月20日、和留沢開拓農協は小田原
市に対して組合運営振興費として5万円の補助
金申請を行っている。主な使途は商品作物とし
てのミツマタの導入であり、3万本の苗木購入
を計画している。苗木購入は市に斡旋を依頼し、
各戸が5畝に1500本程度植樹する計画とされて
いる。販路については印刷局小田原工場との契
約が交渉されている。その他の使途としては役
員の個人負担軽減のため、出張費や行政対応に
必要な費用を組合役員に支給することとされ
た11）。
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（2）開拓農地の境界問題
開拓農地の境界問題は一貫して同組合を悩ま
せていた問題であったが、この時期に入って新
たな性格の問題が浮上した。1956年5月17日
市農林水産課発文書において旧自作農創設特別
措置法により買収又は売渡した土地の登記事
務促進についての打合せ会が開催されたことが
報告されている。同会では県農地調整課長、開
拓係長が次のような挨拶を行っている。「未墾
地買収をいたした開拓地の登記事務は一般既耕
地の事務と比較して極めて繁雑な点が伴うので
県下に於ても事務処理の完了した地域は極く一
部のみである。よって本年度は調整課所管の事
務計画の第一番に取上げたのがこの事務促進の
徹底であって、現在まで県に於て一括整理を担
当いたして参った関係上末端各農業委員会で
はその詳細について判らない点が多いと考え
るが、今后この事務処理について充分連絡も
いたす所存であるが、各位もこれに対し絶大な
協力をお願いしたい」。そのうえで和留沢地区
の登記上の問題点として「分割登記は済んでい
るが、買収登記は法務局に問合せないと判らな
い。従って以後の処理が全部未了である。なお
確定図は完成しているが現地と相違するので如
何に処置するか考慮中である」というのである。
買収登記の完了が未確認の上、売渡の登記が全
く進んでいない。さらに重要なのは登記図と現
況の相違が著しい点であり、開拓地の登記上の
境界と現況の境界がずれている問題は、さらな
る土地紛争の火種と成り得る問題であった。こ
の問題の決着については史料的に確認できな
いが、登記・現況のズレ部分を再度交換する、
或いは越境部分を買収する等の方法で登記と現
況の一致を目指す努力が払われたものと思わ
れる。
（3）不振開拓地調査と過剰入植地対策による整
備移転
1950年代の前半における開拓政策は、負債
整理を進めさせながらも、入植農家の定着のた
めの支援という性格を持っていたが、50年代
末から60年代初頭に入ると、経営不振の開拓
農家や開拓農協そのものの離農や解散を視野に
入れた政策が推進されるようになる。1956年6
月20日神奈川県農地部長から小田原市に対し
て不振開拓地振興対策の一環として和留沢開拓
地の調査が行われることが通知された。調査日
は27日、28日に設定された。
1961年3月3日和留沢開拓農協組合長（丸田
竜郎）より神奈川県知事宛に「過剰入植地対策
による整備移転方法書について」という文書が
提出されている。この「過剰入植対策」は農林
省が開拓集落における経営規模拡大のため、離
農者を選出した集落に対して補助金を交付する
ものであった。和留沢開拓ではこの政策に応じ
る形で全18戸中3戸が離農下山し、離農者の農
地を再配分する措置を取ることで15万円の補
助金を受け取る形となった。この3戸のうち1
戸については1958年時点において離農希望の
表明が文書に残されており、もう1戸についても、
自作農維持創設資金の融資資格喪失者として、
1959年7月9日付文書において名前が見られる
ことから、従前より離農の意向を示していたか、
或いは営農意欲を喪失していた入植者が選ばれ
た可能性が高い。離農者の財産分与については、
住宅、農機具は無償で残留者に譲渡することと
し、政府資金債務は土地譲渡者が継承面積と耕
地条件に応じた計算に基づき債務を継承し、こ
の継承債務の返済に補助金を充てることとなっ
た。なお県信連債務分については離農者自らが
繰り上げ返済することとされた。この内容は2
月1日に明神分校で開催された組合臨時総会
に全構成農家が出席のもとで決定された。
神奈川県小田原市における戦後開拓 ― 和留沢地区の事例を中心に ―
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おわりに
和留沢開拓は、小田原市の農業会と市が入植
地を選定し、1960年までに49戸の農家が入植
した開拓事業であった。その政策には戦時期の
食糧増産隊からの連続性が意識されており、緊
急開拓事業による県からの割当に応えるため、
入植者の希望よりも行政的要請が優先する側面
も存在した。その背景には基礎自治体レベルで
配給難に苦しんだ小田原市の事情があった可能
性もある。農業経験者が極めて少ない構成で、
充分な営農訓練も受けずに、箱根外輪山山麓の
傾斜地の多い条件劣悪地に入植することになっ
た開拓農家は、戦後農政の犠牲者と位置づける
べきであろう。
もちろん小田原市農業会や小田原市行政は粘
り強く和留沢地区に対して支援を続けた。しか
し入植者によるいくつかの不祥事や53年冷害
のような天災の結果、その支援にブレーキがか
かったことは不幸な展開であった。また地元農
村の共有地に存在する官公造林地内に設定され
た和留沢地区は、開墾の過程で地元農村の増産
計画と衝突し、過誤の伐採により衝突するなど、
開拓に不利な外部環境にも苦しめられた。登記
図が長期間整備されなかった行政的瑕疵もこの
摩擦の一因となった。53年冷害が同地区の営
農に与えた影響は大きく、以後開拓農協の負債
返済に、本来営農改善に用いられるべき営農資
金が投入されてゆくという財務的悪循環に陥り、
開拓農協に対する指導も、離農者を誘導する縮
小路線へと転じていった。
このように悲観的な状況のなかで、中途で離
農する入植農家は多く、1945年に入植した農
家35戸のうち5年間余りの間に開墾を諦め、脱
農するものが25戸に及んだ。脱農者のなかに
は自ら営農を断念し、山を下りた者もいれば、
不祥事により除名の形となった者もいたが、和
留沢地区が小田原市や箱根町といった職を求め
やすい市街地に比較的近い集落であったことは、
脱農後の雇用という観点からは、不幸中の幸い
であったかもしれない。しかし離脱者が多数出
るなかで、伊嶋郁蔵元組合長をはじめとする
10戸に満たない入植農家が、その後10戸以上
の新規入植者を受け入れながら、集落の結束を
維持しながら条件不利地の開墾を忍耐強く推進
し開拓地の崩壊を防いだ努力は高く評価される
べきである。
戦後開拓集落の歴史的記録は、比較的大規模
であり、機械化や共同化など、基本法農政に対
応する形で経営的に「成功」を収めたものが残
りやすい傾向にある。その意味で、和留沢集落
のような経営面で苦戦した小規模開拓地の実態
を明らかにすることは、戦後開拓政策の成果の
全体像を把握するうえで重要であると考える。
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